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1. 下水道使用料対象経費について 

1.1. 下水道使用料対象経費について 

下水道事業における費用負担の考え方は、第 1 次～第 5 次にわたる「下水道財政研究委

員会」の提言（昭和 36 年 3 月～昭和 60 年 7 月）が基になっており、下記のような趣旨と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■下水道事業の費用負担の基本的な考え方は「雨水公費・汚水私費」の原則であ

る。 

・雨水処理⇒雨水の排除は、その利益が広く一般市民に及ぶことから公費負担 

・汚水処理⇒下水道を使用する個人が特別に利益を受ける処理に要する費用は

原則として私費負担 

■ただし、汚水処理においても、水環境の改善や公共用水域の水質保全などの一

部で公共的な役割を有していることから、一部は公費負担とする。 

 

 

 

 

汚水処理費 
使用者の利便性向上に資

する費用 

公共的役割に係る費用 

(水質の保全など) 

雨水処理費 

私費負担 

公費負担 

使用料 

一般会計 

繰入金 

＜費用＞ ＜財源＞ 

【下水道事業の費用負担の基本的な考え方】 

雨水公費・汚水私費の

原則 

繰出基準で認めら

れた繰入金 
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現在の下水道事業の財源を整理したものを、下図のとおりに示します。 

建設改良費は、下水道施設の建設や、改良のための費用を言い、その財源は、国や都か

らの補助金の他、起債や、受益者負担金などにより支払われています。 

また、汚水処理に要する維持管理費と資本費のうち、繰出基準に定められた経費を控除

した経費が、使用料収入により賄う経費とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 下水道事業費と財源 

 

図 1-2 使用料対象経費と財源（H27） 

雨水処理費, 

346,669

汚水処理費, 

784,987

その他, 81,507

公費負担分, 

378,945

使用料収入, 

934,988

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

使用料対象経費 財源

千
円

使用料収入

公費負担分

その他

汚水処理費

雨水処理費

資本費(起債償還費) 建設改良費 維持管理費 

【汚水処理費】 
国庫補助金 

市 債 

一般会計 

繰入金 

使 用 料 収 入 

使用料収入不足分⇒一般会計繰入金 

（基準外繰入金） 

受益者負担金 

【汚水処理費(繰出基準にて定められた経費)】 

【雨水処理費】 

一般会計繰入金 

（基準内繰入金） 

私 費 

公 費 
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【資本費（元利償還金）に対する財政措置】 

 

合流式下水道では汚水と雨水を同一の管路で処理することから、両方

の機能を有します。このような合流式下水道の場合は、資本費の 6割を

雨水分として、分流式下水道の整備による事業については資本費の 1割

を雨水分として財政措置が講じられています。 

また、分流式下水道においては、処理区域の人口密度に応じて、公費

負担とする割合が定められています。（閑散地の方が手厚い財政措置。） 

 

維持管理費には主に次のような費用が含まれます。 

① 職員給与費 

② 修繕費 

③ 材料費 

④ 路面復旧費 

⑤ 使用料徴収委託料 

⑥ 流域下水道維持管理負担金 

⑦ 点検・調査費（管渠） 

資本費（起債償還費）には主に次のような費用が含まれま

す。 

① 施設建設時の起債（借金）の償還（返済） 

② 地方債取扱諸費 
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1.2. 繰出基準について 

総務省では、毎年度副大臣による通知として、「地方公営企業に係る繰出基準（総務省副

大臣通知）」を策定し、費用負担の考え方を明らかにしています。 

平成 27年度の繰出基準では、下記の事項についての一般会計からの繰出が認められてい

ますが、これらは「雨水公費・汚水私費」の原則に基づくものや、汚水分の中でも公共的

役割に係るもの、初期投資が大きく、資本費の負担が大きい下水道事業の特性を考慮し、

使用料が過度に高額にならないような配慮により、設定が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【繰出基準】（※赤文字は小金井市下水道事業で該当する経費） 

①雨水処理に要する経費 

②分流式下水道等に要する経費 

③流域下水道の建設に要する経費 

④下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費 

⑤水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費 

⑥不明水の処理に要する経費 

⑦高度処理に要する経費 

⑧高資本費対策に要する経費 

⑨広域化・共同化の推進に要する経費 

⑩地方公営企業法の適用に要する経費 

⑪小規模集合排水処理整備事業に要する経費 

⑫個別排水処理施設整備事業に要する経費 

⑬下水道事業債（特別措置分）の償還に要する経費 

⑭その他（下水道普及特別対策、緊急下水道整備特定事業、特例措置分） 

【用語】 

不明水：雨天時にマンホール蓋の穴や隙間から浸入する雨天時浸入水や、管渠のひび割れなどから

浸入する地下水などのこと。 

高度処理：窒素やリンといった富栄養化の原因物質等を多量かつ確実に除去できる高度な処理方法。

富栄養化により発生する赤潮被害を防ぐ目的で、湾や湖沼など、水の入れ替わりが少な

い閉鎖性水域に処理水が流下する地域において採用されている。 
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 平成 27年度において、繰出基準に基づく基準額（公費負担分）の内訳は下記のとおり

となっています。 

 

 表 1-1 繰出基準額（公費負担分）の内訳  

 

 

出典：H27 決算統計   

図 1-3 繰出基準額（公費負担分）の内訳 

 

 

 

 

  

単位：千円
基準額 実繰入額 基準外

雨水処理負担金 346,669 346,669 0
水質規制費 8,384 8,384 0
水洗便所等普及費 7,100 7,100 0
不明水処理費 924 924 0
高度処理費 6,997 6,997 0
臨時財政特例債等 2,046 2,046 0
その他 8,871 31,527 22,656

資本勘定他会計補助金等 16,971 16,971 0

臨時財政特例債等 7,220 7,220 0

405,182 427,838 22,656

収
益
勘
定
繰
入
金

資

本

勘

定

繰

入

金

項目

合計

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

基準額 実繰入額

資本勘定繰入金臨時財政特例債等

資本勘定繰入金資本勘定他会計補助金等

収益勘定繰入金その他

収益勘定繰入金臨時財政特例債等

収益勘定繰入金高度処理費

収益勘定繰入金不明水処理費

収益勘定繰入金水洗便所等普及費

収益勘定繰入金水質規制費

収益勘定繰入金雨水処理負担金
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2. 自治体の下水道使用料 

2.1. 下水道使用料の基本原則 

 下水道使用料は下水道法に基づき、次の基本原則に則って定められます。 

 

 

 

 

 

（下水道法） 

第二十条  公共下水道管理者は、条例で定めるところにより、公共下水道を使用する

者から使用料を徴収することができる。  

２  使用料は、次の原則によつて定めなければならない。  

一  下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当なものであること。  

二  能率的な管理の下における適正な原価をこえないものであること。  

三  定率又は定額をもつて明確に定められていること。  

四  特定の使用者に対し不当な差別的取扱をするものでないこと。  

 

 

 

 

 

 

 

 東京都 23区の料金は東京都下水道局により、その他の市町村は自治体で独自に料金体

系を設定しています。 

 

  

下水道の使用料については、各地方公共団

体で独自に設定することとされています。 

使用料を設定する際には、各地方公共団体の排水需要の実態、

下水道事業の実情等を十分に勘案して設定することとされて

います。 
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2.2. 小金井市の下水道使用料体系 

 現在の小金井市の下水道使用料体系は、平成 12 年 4 月 1 日から適用されており、約

16年間改定されてきませんでした。 

 基本使用料は月 350 円としており、使用水量が 10ｍ3/月以下の場合は、一律月 350 円

支払っていただいており、それを超過した分については、下表のとおり、超過水量に水

量区分別の単価を乗じて下水道使用料を算出しています。 

  

表 2-1 小金井市の下水道料金体系 

 

 

 超過料金は累進性（使用水量（＝排水量※）の増加に応じて使用料単価が高くなる料

金体系）を採用しています。 

 これは、大量排水によって大きくする必要がある下水道管渠や下水処理施設の費用負

担分を、大量排水者に賦課する意味合いがあります。また、これにより節水などの需要

抑制のインセンティブが働くことから、一般的には、資源問題、環境問題等の解決に寄

与するといわれています。 

 

※下水道の使用水量は、水道水がそのまま汚水として排出されるという考え方から、東

京都水道局が２ヶ月ごとに検針した水道量水器の使用水量を小金井市の下水道排水量

として算定しています。また水道水以外の水（井戸水や雨水貯留水など）を汚水とし

て排出される方は、市の認定した排水量でのお支払となるため、市にお申し込みいた

だいています。 

 

 

税抜き
小金井市

基本使用料 0 ～ 10 ｍ3 350円

11 ～ 20 ｍ3 70円

21 ～ 50 ｍ3 105円

51 ～ 100 ｍ3 135円

101 ～ 200 ｍ3 170円

201 ～ 500 ｍ3 210円

501 ～ 1,000 ｍ3 250円

1,001 ～ ｍ3 290円

700円
13円

※平成12年4月1日から適用

井戸汚水（家事用）　1世帯当たり
公衆浴場汚水　1ｍ3当たり

1ヶ月の料金

超過料金

（1ｍ3当たり）
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2.3. 周辺自治体の下水道使用料体系 

 小金井市周辺の自治体及び、23区の下水道料金体系での従量単価を比較した図表を下

記に示します。 

 周辺自治体はいずれも累進制の料金体系となっており、小金井市は概ね平均的な料金

設定となっています。 

 累進度は、従量単価の最小のものに対する最大値の倍率のことで、累進度が大きいほ

ど、排水量の大小による単価差が大きいことを表します。 

 

表 2-2 周辺自治体の料金体系（従量単価）の比較（平成 28年 11 月末時点） 

 

 

図 2-1 周辺自治体の料金体系（従量単価）の比較 

小金井市 23区 三鷹市 武蔵野市 西東京市 調布市 国分寺市 府中市 小平市

350 560 400 470 410 350 545 266 455
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府中市

小平市
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図 2-2 使用水量と下水道使用料（負担額）の推移の比較（税抜） 

 

 一般家庭が 1 か月あたりに使用する平均的な水量（20ｍ3/月）における下水道使用料

は、小金井市の基本使用料の設定が周辺自治体と比較して低いため、周辺自治体の中で

は府中市に次いで下から 2番目の低さとなっています。 

表 2-3 周辺自治体の一般家庭用 20ｍ3/月の使用料 

 

 

図 2-3 周辺自治体の一般家庭用 20ｍ3/月の使用料 
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 全国の公共下水道事業と比較すると、小金井市及び周辺自治体の下水道料金は低い水

準であるといえます。 

 

表 2-4 規模別一般家庭用下水道使用料（20ｍ3/月）の状況 

 

 

図 2-4 規模別一般家庭用下水道使用料（20ｍ3/月）の状況（平成 26年度） 

　　現在処理

 区域内人口

下水道使用料

600円未満 - - - - - - - - - -

600円以上800円未満 - - 1 - - - - - 1 0.1%

800円以上1,000円未満 - - 1 - - - - - 1 0.1%

1,000円以上1,200円未満 - - 3 3 - 2 4 - 12 1.0%

1,200円以上1,400円未満 2 3 7 5 1 5 5 - 28 2.4%

1,400円以上1,600円未満 1 3 8 5 7 5 4 - 33 2.8%

1,600円以上1,800円未満 1 2 13 11 10 22 5 - 64 5.5%

1,800円以上2,000円未満 5 4 18 13 12 22 4 - 78 6.7%

2,000円以上2,200円未満 3 5 20 19 7 14 15 83 7.1%

2,200円以上2,400円未満 2 6 12 21 10 23 21 95 8.1%

2,400円以上2,600円未満 3 4 11 25 13 34 38 1 129 11.0%

2,600円以上2,800円未満 1 - 7 12 15 41 33 - 109 9.3%

2,800円以上3,000円未満 3 4 8 13 7 29 36 1 101 8.6%

3,000円以上3,200円未満 - - 13 11 19 36 46 1 126 10.8%
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平均使用料 2,162 2,260 2,243 2,479 2,592 2,847 3,040 3,039 2,729
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2.4. 周辺自治体の使用料改定実績 

 近年では、三鷹市が平成 26年 4月 1日に、武蔵野市が平成 28年 4月 1日に下水道使

用料の改定を実施しています。 

 

 [資料 2]参照 
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3. 水量区分別の使用件数、使用水量実績 

 小金井市の水量区分別の使用件数をみると、10ｍ3/月以下が最も多く、全体の約 5 割

となっており、次いで 11～20 m3/月、21～100m3/月が多いことが分かります。また、使

用水量を見ると20ｍ3/月以下の使用者と21～100m3/月の使用者の使用水量が概ね同程度

となっており、2つの区分で使用水量の約 90％となっており、大規模使用者の使用水量

比率は比較的小さい状況となっています。 

  

表 3-1 水量区分別の使用件数、使用水量実績（H27 実績） 

 

 

 

図 3-1 水量区分別件数 

 

水量区分（毎月） 平均(ｍ3/件)

10ｍ3以下 374,792 47.7% 2,003,326 16.2% 5.3

11～20ｍ3 227,175 28.9% 3,531,775 28.6% 15.5

21～100ｍ3 180,372 23.0% 5,428,090 43.9% 30.1

101～200ｍ3 1,267 0.2% 180,861 1.5% 142.7

201～500ｍ3 873 0.1% 280,903 2.3% 321.8

501～1000ｍ3 351 0.0% 248,483 2.0% 707.9

1001～5000ｍ3 175 0.0% 517,696 4.2% 2,958.3

5001～10000ｍ3 22 0.0% 138,225 1.1% 6,283.0

10001ｍ3以上 3 0.0% 36,029 0.3% 12,009.7

合計 785,030 12,365,388 15.8

件数（件/年） 使用水量（ｍ3/年）
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図 3-2 水量区分別使用水量 
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4. 下水道計画の整理 

4.1. 下水道関連計画 

 小金井市下水道事業では、下記の計画が策定されており、今後はこれらの計画に基づ

き下水道施設の改築等を行う予定です。 

 

表 4-1 下水道関連計画 

計画名称等 概要 

小金井市公共下水道プラン 

平成 22年度策定 

計画目標年：平成 42年度 

 

市の総合計画等の関連計画を勘案したうえで、汚水処理

の普及、耐震化、改築更新、維持管理、経営など種々の施

策の中で今後取り組んでいく施策や目標、基本理念や基本

方針を取りまとめています。 

下水道事業計画 

平成 27年度策定 

計画目標年：平成 32年度 

下水道事業計画は下水道全体計画に沿った今後 5～7 年

間の下水道整備方針を示した計画です。 

 

下水道総合地震対策計画 

平成 25年度策定 

計画目標年：平成 30年度 

 

下水道施設の耐震化計画です。第一期計画は平成 20 年

度に策定されており、マンホールと管渠が地震時に脱落し

ないよう、管口の可とう化やマンホールトイレの設置な

ど、下水道施設の耐震化を実施しています。 

※概略スケジュールは平成 46年度まで作成されている。 

下水道長寿命化基本計画 

平成 27年度策定 

計画目標年：平成 51年度 

下水道施設の長寿命化（改築）計画の基本計画です。小

金井市全域の下水道施設を対象として概ね 25 か年の概略

スケジュールを策定しました。 

小金井市 

公共施設等総合管理計画

（現在策定中） 

 

少子高齢化、厳しい財政状況を踏まえつつ、公共施設等

の老朽化対策や最適な配置の見直し等を計画的に進める

ための基本方針を定めている。計画期間は平成 29～63 年

度としている。 

下水道経営戦略 

（今後策定） 

総務省から平成 32 年度までに全国すべての団体に対

し、10 か年以上の経営戦略（投資・財政計画）を策定す

ることが要請されています。 

（参考） 

合流式下水道改善計画 

平成 21年度策定 

計画目標年：平成 25年度 

雨天時に放流される未処理汚水の水質改善を目的に、雨

水吐き室にスクリーン等の設置を行いました。 

合流式下水道改善施設の整備は完了しています。 

  



15 

 

5. 財政シミュレーション算定方針について 

 今後の改築等の予定をふまえ、今後の財政状況に問題がないか、財政シミュレーショ

ンを行い、確認します。 

 財政シミュレーションの算定方針を以下に示します。 

 

5.1. シミュレーション期間 

 前述の下水道関連計画として、下水道長寿命化計画が平成 51年度まで概略スケジュー

ルが策定されていることをふまえ、30年間の財政シミュレーションを実施します。 

 

 

 

 

 

5.2. 建設改良費の予測 

 前述の下水道総合地震対策計画及び、下水道長寿命化計画で示されている事業費を計

上します。 

 その他に、普及率 100%達成後も、宅地造成により毎年数千万円の下水道整備事業費が

発生していることから、毎年数千万円程度の建設事業費を見込むものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※H27 建設改良費：218百万円 

 

  

財政シミュレーション期間（平成29～58年度（30年間）） 

下記の下水道事業費を見込む。 

・地震対策費用 

・長寿命化費用 

・新規整備（宅地造成分、雨水浸透桝） 

・委託料 

・流域下水道建設負担金 
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5.3. 人口の予測 

 市総合計画及び、国が出している人口予測結果を基に設定します。 

 

 

 

※H27 行政人口 118,346 人（うち処理区域内人口 118,346 人） 

 

5.4. 汚水量・有収水量の予測 

 下水道計画及び将来人口の予測結果に、汚水量原単位及び有収水量原単位を乗じて算

出します。 

 

 

 

※H27 処理水量：18,505 千ｍ3/年（うち、汚水処理水量：12,390 千ｍ3/年） 

※H27 有収水量：12,365 千ｍ3/年 

 

 

5.5. 使用料収入の予測 

 使用料収入は、有収水量に使用料単価を乗じて算出します。 

 有収水量は、下水道計画及び将来の水洗化人口予測値に有収水量原単位を乗じて算出

します。 

  

 

  

※H27 下水道使用料 1,010 百万円 

 （有収水量当たり使用料単価：81.7 円/ｍ3） 

※使用料単価も過年度の推移に応じて増減している場合は、単価の推計も行

う。 

  

市総合計画及び、国予測値を基に設定。 

人口予測結果に原単位を乗じて算出。 

有収水量に使用料単価を乗じて算出。 
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6. 審議会スケジュール 

  

表 6-1 審議会スケジュール 

 年 月日 概要 

第 1回 H28 11 月 22 日 審議会立ち上げ、現状分析 

第 2回 12 月 19 日（月） 

15：00～16：30 

長期財政計画、算定方針 

第 3回 H29 2 月 14 日 15：00～ 長期財政計画、算定方針 

第 4回 3 月 21 日 13：30～ 将来方針の検討（素案レベル） 

第 5回 5 月 将来方針の検討 

第 6回 7 月 将来方針の検討（最終方針） 

第 7回 9 月上旬 答申等のとりまとめ 

 

 

 

 
第3回審議会資料内容（案） 

 

① 将来下水道事業費の予測 

② 将来使用料収入の予測 

③ 現行料金体系の場合の将来収支予測 



資料2武蔵野市の下水道料金改定事例



三鷹市の下水道料金改定事例


